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世界各国で気候変動が原因とみられる災害が頻発するなど、
地球温暖化対策への取り組みの緊急性、重要性がますます高まっている

国内外で「カーボン・ニュートラル」の機運が急激に高まっている

日本政府としても長期的な地球温暖化対策を国際社会に表明、
すべての産業、家庭、個人レベルでの取り組みが不可欠となってきた

「運輸部門」の目標も公式に明確化され、
トラック運送業界として何も対策をしないわけにはいかない

平成26年策定の「新・環境基本行動計画」から時間が経ち、
且つ、トラック運送業界として、より積極的な取り組みが求められる

トラック運送事業者、全ト協、都道府県トラック協会が一体となって
共通目標に向かって取り組むため、まずは行動計画が必要

これまでの「新・環境基本行動計画」を見直し、新たな計画をたてる

「トラック運送業界の環境ビジョン2030」の策定
３段階の行動メニューと２つの視点
メイン目標の設定
３つのサブ目標の設定

気候変動に関する
国内外の現状認識

トラック運送業界に
求められる

より積極的な取り組み

新たな
行動計画の
策定
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「トラック運送業界の環境ビジョン２０３０」策定の背景



【計画期間】 2030年を目標年とする

【主な内容】
温室効果ガス、中でもCO2の排出量削減に主眼を置き、３段階の行動メニューと２つの視点で取組む。

【計画の主体】 トラック運送業界全体で取り組む計画とする

【構 成】

◆ サブ目標

① 車両総重量８ｔ以下の車両について、2030年における 「電動車」 の保有台数を 10％ とする
② 各事業者が自社の車両のCO2排出総量またはCO2排出原単位を把握することを目指す
③ 全日本トラック協会と全都道府県トラック協会が共通で取り組む「行動月間」を設定する

◆ メイン目標
経団連 「カーボンニュートラル行動計画」 において公表している、トラック運送業界の2030年の目標値

「CO2排出原単位」 を 2005年度比 ▲31％ とする

◆ 『トラック運送業界の環境ビジョン2030』における行動計画
・ 脱炭素化をめざして取り組むメニューを３段階に分けて設定
・ ３段階のうち 『A』 の取組みに重点を置き、『B』 『C』 についても積極的に取り組む
・ 「業界団体」と「事業者」の２つの視点で、具体的に取り組む
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「トラック運送業界の環境ビジョン２０３０」の内容
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◆ 『トラック運送業界の環境ビジョン2030』における行動計画
・ Ａ・Ｂ・Ｃの３段階の行動メニューは、都道府県トラック協会など業界団体の取り組みと、事業者の取り組みに分けられています。
・ それぞれの立場でできることを考え、「これならできそう」という行動メニューを選び、まずは取り組むことをめざします。
・ ３段階の行動メニューを実践することが、SDGs（持続可能な開発目標）の目標達成に貢献することにもつながっています。
・ ここで提案する行動メニューがどのSDGsの目標につながるか、意識して取り組むことが重要です。
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■事業所備品等についてグリーン商品の購入

■植林事業の実施（全ト協 「トラックの森」づくり）

■事業所等でのこまめな節電
（資源エネルギー庁HPより）
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■SDGsを意識した事業活動の推進

■再生パレット等の利用（コーナン商事(株)HPより）

■ゴミポイ捨て禁止運動・清掃活動等



国土交通省「大型車の長期的な低炭素化に向けた勉強会」資料

ハイブリッドトラック普及状況

■電気トラック
実際に使用している事業者がまだ一部に限られていることから、何らかの評価ができる段階にはない。
・メリットは環境（排出ガス、CO2、走行音）性能の高さと、従来車と遜色ない動力性能。
・デメリット（１）車両価格と充電設備費用が高い
・デメリット（２）重いバッテリーで積載量が犠牲になる
・デメリット（３）充電時間がかかる
・デメリット（４）充電スタンドが十分でない

■ハイブリッドトラック
各年の新規登録台数はまだまだばらつきがあるものの、他の次世代自動車に先んじて、
ようやくトラックでも普及してきている。

■燃料電池トラック
実際に使用している事業者が少ないことから、何らかの評価ができる段階にはない。
国内外の車両メーカーが協働で、小型商用車ではコンビニ配送を、大型商用車では幹線輸送をそれ
ぞれ想定し、供給インフラとともに実証試験が始まり、課題の洗い出しをしている初期段階。

アサヒホールディングス株式会社 プレスリリース

三菱ふそうトラック・バス株式会社HP

日野自動車株式会社 プレスリリース

行動メニュー例：環境性能に優れた次世代トラックの導入
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【手の届く価格・経費であること】
１. 導入時の初期費用が安いこと
・車両価格（中小零細事業者にも手が届く） ・充填/充電（特に急速）スタンド設置費用（自社整備の場合）
・車両と充填/充電スタンドへの補助・助成制度の充実（額が高い/申請しやすい）

２. ランニング/メンテナンスコストが安いこと
・燃料費/電気料金 ・タンク/バッテリー交換費用（頻度） ・保守整備費用 ・保険料 ・税金

【使いやすいこと】
１. 充填/充電インフラが使いやすいこと
・設置数が多い/地域の偏りが少ない ・充填/充電時間が短い ・一充填/充電あたりの航続距離が十分
・充填/充電作業に特別な知識や技術が要らない

２. 操作/整備しやすいこと
・操作性 ・パワー ・加速性能 ・安全性 ・特別な知識や技術が要らない

【貨物自動車の必要条件を満たしていること】
１. 積載量が犠牲にならないこと ２. 耐久性があること
・タンク/バッテリーの重量/体積 ・車両本体 ・タンク/バッテリー

【その他】
・寒冷地での性能が保証される ・車型や付属安全装置などの商品の選択肢が多い ・中古車市場が形成されている

■トラック運送業界における次世代トラック（車両単体・インフラ）普及の必須条件
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2005年度比
▲31％

基準年

国土交通省「自動車輸送統計年報」及び「自動車燃料消費量統計年報」から全ト協作成

【 2020年度の実績 】（日本経済団体連合会への報告内容）
2020年度の営業用トラックの輸送トン㌔あたりCO2排出原単位は、基準年である2005年度比で３％増加という結果。
新型コロナウィルスの影響による在宅時間の増加などによる宅配便個数の増加（前年度比11.9％増加）や、社会経済活動の停滞に伴う貨物
輸送量の減少（前年度比8.0％減少）などが影響し、近距離・少量・多頻度の傾向が顕著となったことなどが一因となり、輸送トンキロの減少率
に比べて燃料消費量の減少率が少なく、貨物輸送量の減少に伴うCO2排出削減分の効果が減殺されたと考えられる。
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「トラック運送業界の環境ビジョン２０３０」各目標の進捗状況

◆ メイン目標の進捗状況

経団連 「カーボンニュートラル行動計画」 において公表している、トラック運送業界の2030年の目標値
「CO2排出原単位」 を 2005年度比 ▲31％ とする



国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）のデータをもとに作成

■ CO2排出総量の推移（百万t-CO2） （百万t-CO2）

運輸部門全体＜左目盛＞

2005年度比▲24.3％

営業用トラック全体＜右目盛＞

2005年度比▲16.0％

【 2020年度の実績（参考）】

2005年度と比較した2020年度のCO2排出総量は、運輸部門全体で24.3％、営業用トラックで16.0％の減少となり、新型コロナウィルス
の影響が考えられるものの、全体として減少傾向にある。
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ハイブリッド
トラック

電気
トラック 「電動車」小計 GVW8ｔ以下の

車両保有台数 ※
「電動車」
保有率

北海道 100 100 13,970 0.72%
青森県 42 42 3,400 1.24%
岩手県 44 44 3,898 1.13%
宮城県 207 207 8,633 2.40%
秋田県 32 32 2,198 1.46%
山形県 67 1 68 2,978 2.28%
福島県 99 1 100 6,498 1.54%
茨城県 308 5 313 13,261 2.36%
栃木県 146 4 150 8,581 1.75%
群馬県 242 4 246 9,070 2.71%
埼玉県 999 163 1,162 38,298 3.03%
千葉県 617 85 702 22,721 3.09%
東京都 1,852 170 2,022 42,715 4.73%
神奈川県 804 154 958 27,149 3.53%
山梨県 61 61 2,794 2.18%
新潟県 174 1 175 7,371 2.37%
長野県 169 2 171 6,597 2.59%
富山県 65 2 67 3,709 1.81%
石川県 66 1 67 4,553 1.47%
福井県 49 1 50 2,529 1.98%
岐阜県 182 5 187 7,092 2.64%
静岡県 266 1 267 14,330 1.86%
愛知県 864 6 870 33,162 2.62%
三重県 145 145 6,714 2.16%
滋賀県 109 109 4,855 2.25%
京都府 254 4 258 8,972 2.88%
大阪府 1,175 13 1,188 40,088 2.96%
兵庫県 590 1 591 15,823 3.74%
奈良県 54 54 3,872 1.39%
和歌山県 86 86 2,525 3.41%
鳥取県 38 38 1,458 2.61%
島根県 43 1 44 1,664 2.64%
岡山県 144 1 145 7,541 1.92%
広島県 187 1 188 9,999 1.88%
山口県 106 1 107 3,307 3.24%
徳島県 65 65 1,986 3.27%
香川県 92 92 3,983 2.31%
愛媛県 73 2 75 3,748 2.00%
高知県 55 55 1,619 3.40%
福岡県 337 3 340 17,575 1.93%
佐賀県 57 57 2,716 2.10%
長崎県 50 50 2,487 2.01%
熊本県 91 1 92 4,381 2.10%
大分県 40 40 2,597 1.54%
宮崎県 40 40 2,462 1.62%
鹿児島県 109 2 111 3,870 2.87%
沖縄県 37 37 2,140 1.73%
合計 11,432 636 12,068 441,889 2.73%

【 2021年度の実績】
◆ 電動車保有割合（令和４年３月末時点）
2021年度の電動車保有割合は、全国平均で2.73％。

●HVおよびEV台数
出典：「自検協統計 自動車保有車両数（令和４年3月末現在）」
（一般財団法人 自動車検査登録情報協会）

●車両台数
出典：「諸分類別 自動車保有車両数（令和４年3月末現在）」
（一般財団法人 自動車検査登録情報協会）

※「貨物用」うち「営業用普通車」の台数

◆ サブ目標①の進捗状況
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【 2022年度の実績】
◆ 「トラック運送事業者用ＣO2排出量簡易算定ツール」を策定、特設
サイト上に公表するとともに、各都道府県トラック協会を通じて事業者へ
の周知を図っている。（令和４年６月）

トラック運送事業者用 CO2排出量簡易算定ツール
（トライアル版）
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◆ サブ目標②の進捗状況



ゴミポイ捨て対策サイトとポスター

SDGsに関するパンフレット

全ト協「トラックの森」づくり事業（愛知県）

【 2022年度の実績】
◆ 全都道府県トラック協会共通で「環境月間」を６月に設定したのをはじめ、「行動月間」の一環として、さまざまな活
動を実施中

・運送業にとって大切な職場でもある道路へのゴミのポイ捨て禁止を呼びかける啓発ポスター「本物のプロは道路だってき
れいに使う」を作成（令和４年６月）

・トラック運送事業者の身近な課題への改善対策は、実はSDGsのゴールにもつながるため、自社の取り組みを再認識
し、より幅広い取り組みを進めるためのパンフレット「まるわかり トラック運送事業者の 今すぐできるSDGs」を作成
（令和４年６月）

・「トラックの森」づくり事業を愛知県で実施（令和４年10月）
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◆ サブ目③の進捗状況



パンフレット（令和４年３月発行）

シンボルマーク

全日本トラック協会 特設サイト
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ま と め

「トラック運送業界の環境ビジョン2030」は、2050
年のカーボンニュートラルを目指して、トラック運送業
界が2030年に「こうありたい」という姿を実現するた
めの道しるべです。

すべてのトラック運送事業者、全日本トラック協会、
都道府県トラック協会が、三位一体となって取り組
み、さらには継続的にステップアップしていきましょう。



ご静聴ありがとうございました。

トラック運送業界の環境ビジョン2030 ～2050年カーボンニュートラルに向けて～
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